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問題意識 
 もしＡＳＥＡＮが安全保障共同体（参加国間で非戦争状態が続いており、紛争が起こ

っても解決する意思と手段を全員が有している集合体）「理論上」形成していると仮定

するなら（ここでは政策上のＡＳＣとは峻別）、ＡＳＥＡＮを核として発展しているＡ

ＳＥＡＮ＋３のような東アジア地域主義においても、同様に安全保障共同体が形成され

る可能性があるのかどうかを論じたい。 
 
仮説 
１） 『ＡＳＥＡＮにおいて安全保障共同体が形成されている』という仮説を議論す

る理論枠組みの整理(ドイチェの理論やそれを敷衍させたアドラーとバーネット、

さらにあらゆる地域にそれを適用・例証したベラミーを活用)1。 
２） 『ＡＳＥＡＮにおける安全保障共同体の基盤を形成したＡＳＥＡＮウェイと

称される規範・ルールは（独立変数）同地域において無戦争状態が継続されてきた

こと（従属変数）へ貢献した』という仮説を評価するための学説の整理（アチャル

ヤ等の肯定論とそれに対するマーティン・ジョーンズとスミスによる批判など）2。 
 
議論 
 東アジア地域主義（ＡＳＥＡＮ＋３）は安全保障共同体とみなす条件を満たしてい

るかどうか。 
＊初期段階：政治的，社会的な交流が 2 カ国間、多国間レベルで増大し、相互信頼

が促進、社会・国際問題に対する共通の理解が進み、協力分野が多様化）。 
＊発展段階：機構内での緊密な軍事協力が進み、相互脅威認識が低下、軍事情報交

換が促進され、域内の安全を保障するための共通の将来設計の促進）。 
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＊成熟段階：無戦争状態の継続。地域同盟形成と地域共通の軍隊の保有の可能性（例

えばＮＡＴＯ軍3）。 
 

 その中で、日中のような北東アジアの大国も東南アジアで発達した規範・ルールを

受け入れているかどうか。 
＊ＡＲＦにおいて南沙諸島問題に関する行動規範を中国が徐々に受け入れて

いくプロセスや、内政干渉を規定した東南アジア友好協力条約(ＴＡＣ)締結を

巡る日中の動き4。 
＊その一方で、中国や日本のＡＳＥＡＮ規範遵守は、北東アジア諸国同士の関

係には必ずしも当てはまらないし（歴史問題の扱いなど）、同地域において安

全を脅かす『対象』に加え、脅かされる『程度』（ミサイル実験など）も構成

諸国間では必ずしも共有されていない：北東アジアと東南アジアでの安全保障

認識には相違がある。 
 
 現在、ＡＳＥＡＮ諸国自身、従来のＡＳＥＡＮ規範に満足しているのかどうか。 

＊ＡＳＥＡＮ憲章に盛り込まれた人権機構の設立や憲章批准そのものに関す

る各国政府の意見の相違（インドネシア、フィリピン、タイと、インドシナ諸

国）、アンワル（constructive engagement 論）やスリン（flexible engagement
論）等、９０年代後半ＡＳＥＡＮ規範の見直し（少なくともＡＳＥＡＮを使っ

た形で相互批判を認める）に動こうとした政治家の近年における復権。 
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